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(57)【要約】
【課題】インクの発色性、特に水系顔料インクの発色性
が良好な記録媒体を提供すること。
【解決手段】支持体と、該支持体上に無機微粒子および
バインダーを含有するインク受容層とを有する記録媒体
であって、該インク受容層は、難溶強塩基性多価金属塩
を含有し、該難溶強塩基性多価金属塩の含有量は、該イ
ンク受容層の全固形分に対して５質量％以上、２０質量
％以下であり、該インク受容層の紙面のｐＨが８．５０
以上、９．６０以下であることを特徴とする記録媒体。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、該支持体上に無機微粒子およびバインダーを含有するインク受容層とを有す
る記録媒体であって、
該インク受容層は、難溶強塩基性多価金属塩を含有し、該難溶強塩基性多価金属塩の含有
量は、該インク受容層の全固形分に対して５質量％以上、２０質量％以下であり、
該インク受容層の紙面のｐＨが８．５０以上、９．６０以下であることを特徴とする記録
媒体。
【請求項２】
　前記インク受容層が、強酸のカチオン重合体を含有する請求項１に記載の記録媒体。
【請求項３】
　前記強酸のカチオン重合体が、アミン系塩酸塩である請求項２に記載の記録媒体。
【請求項４】
　前記難溶強塩基性多価金属塩が、水酸化カルシウムである請求項１～３のいずれか１項
に記載の記録媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット記録媒体などの記録媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　記録媒体、特にインクジェット記録媒体には、屋内だけでなく屋外のような厳しい環境
下における画質の耐性が求められる。このようなニーズを満たすべく、現在では画像の耐
候性、耐画像保存性を満足できる水系顔料インクが選択されるようになってきている。こ
の中で、水系顔料インクのデメリットである発色を改善するための検討が従来から数多く
なされている。
【０００３】
　例えば、特許文献１では二価金属の弱酸塩あるいは酸化物を受容層に含有させ、発色を
改良することが提案されている。また、特許文献２では記録媒体の耐光性を改善する目的
で２価以上の水溶性金属塩を含む記録媒体が開示されている。さらに、難溶性２価金属塩
（水酸化カルシウム）を用いた比較例が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特公平０７－０１７０８６号公報
【特許文献２】特開平１１－３２１０９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１の記録媒体では、確かに発色は改善しているものの、インクと多価
金属の反応性が良好でないことが考えられ、発色が十分なレベルに達していないことがあ
った。特許文献２の記録媒体では２価以上の水溶性金属塩が、水を主成分とする塗工液に
対して難溶性のため、記録媒体上に金属塩粒子が残存することがあり、受容層最表面で光
散乱が増長されることにより発色性が低下することがあった。また、水系顔料インクは一
般的にアルカリ性であり、記録媒体の水系顔料インクに対する発色性を向上させるために
は、記録媒体の表面ｐＨを大きくすることが求められる。しかし従来、水溶性金属塩には
強塩基性の塩が存在せず、記録媒体表面のｐＨが小さくなる場合があり、発色性が低下す
ることがあった。このように、特に水系顔料インクを用いた場合、水系染料インクに匹敵
するような高発色が得られる記録媒体は未だ実現されていない。
【０００６】
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　本発明は、上記事情に基づいてなされたものであり、インクの発色性、特に水系顔料イ
ンクの発色性が良好な記録媒体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明は、以下の構成を有することを特徴とする。即ち本発
明は、支持体と、該支持体上に無機微粒子およびバインダーを含有するインク受容層とを
有する記録媒体であって、該インク受容層は、難溶強塩基性多価金属塩を含有し、該難溶
強塩基性多価金属塩の含有量は、該インク受容層の全固形分に対して５質量％以上、２０
質量％以下であり、該インク受容層の紙面のｐＨが８．５０以上、９．６０以下であるこ
とを特徴とする記録媒体である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明により、インクの発色性、特に水系顔料インクの発色性が良好な記録媒体を得る
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の記録媒体の一例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。
【００１１】
　＜＜記録媒体＞＞
　本発明の記録媒体は、支持体と、支持体の少なくとも一方の面上に、無機微粒子、バイ
ンダーおよび難溶強塩基性多価金属塩を含有するインク受容層とを有する。前記難溶強塩
基性多価金属塩の含有量は、インク受容層の全固形分に対して５質量％以上、２０質量％
以下であり、インク受容層の紙面のｐＨは８．５０以上、９．６０以下である。記録媒体
は、インクジェット記録媒体であることが好ましい。尚、本発明において、「難溶強塩基
性多価金属塩」とは、２０℃の水１００ｇに対し溶解度が２０ｇ以下（難溶）の物質で、
電離度が０．９以上、１．０以下の強塩基性を有する金属塩で、電離した際に二価以上の
陽イオンを生ずるものである。なお、インク受容層の紙面のｐＨとは、ｐＨメーター（製
品名：Ｆ－５１Ｔ、堀場製作所製）を用いて、インク受容層の上に純水４０μリットルを
滴下し、滴下部に機器を接触させて５点測定し、得られた平均値を意味する。本発明の記
録媒体は、支持体およびインク受容層の他に支持体の裏側に設けるバックコート層や支持
体とインク受容層の間に設ける下塗り層、易接着処理層、さらにインク受容層の上に設け
る表面層などを有することができる。また、電離度とは酸、塩基の定義に対して便宜的に
用いているものである。強酸性が自明な物質と中和する強塩基、強塩基性が自明な物質と
中和する強酸はいずれも電離度が０．９以上、１．０以下である。
【００１２】
　尚、本発明の記録媒体において支持体上に設けられるインク受容層は１層であっても、
複数の層であってもよい。また、本発明の記録媒体は、支持体の一方の面に上記インク受
容層が設けられていても、支持体の両面上に上記インク受容層が設けられていても良い。
以下、本発明の記録媒体が、支持体と、１層のインク受容層とからなる場合に着目して説
明する。この場合、インク受容層が設けられた紙面のｐＨとは、インク受容層の紙面ｐＨ
を意味する。
【００１３】
　図１は、本発明の記録媒体の一例を示す概略断面図であり、支持体（Ａ）の一方の面上
には、無機微粒子（Ｃ）、バインダー樹脂（図示していない）および難溶強塩基性多価金
属塩（図示していない）で構成されるインク受容層（Ｂ）が形成されている。
【００１４】
　本発明の記録媒体のインク受容層の塗工量は、固形分質量で１．５ｇ／ｍ2以上４０．
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０ｇ／ｍ2以下であることが好ましい。インク受容層の塗工量が固形分質量で４０．０ｇ
／ｍ2以下であれば、受容層の無機微粒子層数が多いことによってインク受容層が支持体
で保持できなくなることを優れて防ぎ、紙の柔軟性、塗膜強度が損なわれることを優れて
防ぐことができる。その結果、受容層のひび割れや塗工適性が得られなくなる等の諸課題
が生じることを優れて防ぐことができる。一方、インク受容層の塗工量が固形分質量で１
．５ｇ／ｍ2以上であれば、記録媒体の表面を上方から観察した際、支持体を隙間なく無
機微粒子で覆うことができなくなることを優れて防ぐことができる。この結果、高発色性
を得ることができる。このインク受容層の固形分質量とは、片面に関するインク受容層の
固形分質量を表す。すなわち、本発明の記録媒体が支持体の一方の面上にのみインク受容
層を有する場合、このインク受容層の固形分質量が１．５ｇ／ｍ2以上４０．０ｇ／ｍ2以
下であることを表す。また、本発明の記録媒体が支持体の両方の面上にインク受容層を有
する場合、各インク受容層の固形分質量がそれぞれ１．５ｇ／ｍ2以上４０．０ｇ／ｍ2以
下であることを表す。ゆえに、本発明の記録媒体は、インク受容層の塗工量を固形分質量
で１．５ｇ／ｍ2以上４０．０ｇ／ｍ2以下にすることで、水系顔料インクに対して特に高
発色なメディアを得ることができる。インク受容層の固形分質量は用いる無機微粒子（Ｃ
）の平均２次粒子径により最適化するのが好ましい。
【００１５】
　インク受容層（Ｂ）の効果を更に詳しく述べる。水系顔料インクにおいて特に高発色の
記録媒体を得るためには、インク受容層の膜厚または、無機微粒子およびバインターの質
量比と固形分質量、無機微粒子の平均粒子径をある最適値に設計することが好ましい。最
適値とは、例えば無機微粒子：バインダーの質量比が１．５：１．０～２．５：１．０で
ある。また、無機微粒子の数平均粒子直径（μｍ）：インク受容層膜厚（μｍ）＝１．０
：２．５～１．０：３．５である。それに加え、本発明では難溶強塩基性多価金属塩をイ
ンク受容層に用い、さらにインク受容層の紙面ｐＨを特定の範囲に調整するため、従来の
構成では実現できなかった水系顔料インクの良好な発色特性が得られる。この理由を以下
に説明する。
【００１６】
　従来、色材定着の改良に用いられている金属塩は２価以上の水溶性の多価金属塩である
。水溶性金属塩の具体例としては２価以上であれば、塩化マグネシウム、塩化カルシウム
、塩化バリウム、塩化スズ、塩化亜鉛、硫酸マグネシウム、リン酸マグネシウム、硝酸マ
グネシウム、硝酸バリウム、硝酸カルシウム等が挙げられる。一般的に金属塩に２価以上
が用いられている理由は、１価の場合、顔料インクへの電気的作用が小さく十分な発色性
が得られないからである。ゆえに、１価の金属塩で多価金属塩と同等の効果を引き出すた
めには金属塩を多量に使用する必要があり、結果として塗工液の特性や、記録媒体として
の特性に影響をもたらすため現実的ではない。本発明に用いるインク受容層に１価ではな
く多価金属塩を用いる理由も上記と同じである。
【００１７】
　一般的に「水溶性」の多価金属塩が発色性の改善に用いられる理由は以下のように考え
られる。不溶または難溶の金属塩を用いた場合、金属塩の粒子が固体として記録媒体表面
に残存する傾向があり、光が色材ではなく残存した金属塩の粒子により散乱される傾向が
ある。そのために記録媒体の発色性能が低下する傾向がある。
【００１８】
　しかしながら、本発明では難溶性の多価金属塩を用いて、従来の水溶性金属塩を用いた
記録媒体よりも水系顔料インクにおいて高発色性が実現できる方法を見出した。すなわち
、強塩基性を示す難溶性多価金属塩を、必要に応じて強酸などによって中和してインク受
容層の紙面ｐＨを８．５０以上９．６０以下とすることで高発色性を実現できる。なお、
本明細書において「強酸」とは電離度が０．９以上、１．０以下の強酸性を持つ物質であ
る。
上述したように、本発明に用いるインク受容層の紙面ｐＨは、８．５０以上、９．６０以
下であり、インク受容層を形成する塗工液（インク受容層用塗工液）のｐＨは８．５以上
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、１２．０以下が好ましい。インク受容層の紙面ｐＨおよびその塗工液のｐＨは、酸を加
えることで適宜調整することができる。
【００１９】
　難溶強塩基性多価金属塩（必要に応じて強酸等を加える）を用いて、インク受容層の紙
面ｐＨを８．５０以上９．６０以下とすることで、高発色が実現できるメカニズムを以下
にさらに詳しく説明する。
まず、水系顔料インクは自己分散系のマットブラックインクと樹脂分散系のカラー系イン
クの大きく２種類に分けることができる。一般的に、自己分散系のマットブラックインク
は、難溶強塩基性多価金属塩が強酸などにより中和されずに固体粒子のまま記録媒体表面
に適量存在すると発色性が優れる傾向がある。一方一般的に樹脂分散系のカラー系インク
は、難溶強塩基性多価金属塩が強酸などにより中和されないと、金属塩粒子が記録媒体表
面に固体粒子として残存する傾向があり、光散乱と金属塩の過大な凝集作用により印字領
域にムラが発生し発色は低下する傾向がある。このように、難溶強塩基性多価金属塩を用
いることは、定着および発色機構の異なるマットブラックインクおよびカラーインクの発
色性の間には従来までトレードオフが存在した。
【００２０】
　本発明の記録媒体に難溶強塩基性多価金属塩を用いる理由として、従来の多価金属塩に
比べ紙面ｐＨをより強塩基にできることが挙げられる。水系顔料インクは保存性や分散性
などが考慮され特殊なことがない限り、そのほとんどがアルカリ性に調整されるのが一般
的である。難溶強塩基性多価金属塩を用いた場合、紙面ｐＨが水系顔料インクのｐＨに近
いアルカリ側になっていることで、インクの色材と溶媒の個液分離が効率よくおこなわれ
、各インクに対して強い凝集効果が発現できると思われる。しかしながら、上述したよう
に、樹脂分散系のカラー系インクは紙面ｐＨが強塩基だったとしても難溶性多価金属塩の
固体成分による光散乱や不均一な凝集による影響で画像にムラが発生する傾向が見られる
。この光散乱と不均一な凝集とは難溶金属塩の固体成分を必要に応じて酸で中和すること
により溶解もしくは金属塩粒子径の平均化を行う等して、インク受容層の紙面ｐＨを８．
５０以上９．６０以下とすることで、その影響を緩和することが可能となる。その結果、
マットブラックインクの凝集効果は目減りし、その発色性が低下することもあるが、カラ
ーの発色が大幅に改善し、マットブラックインクおよびカラーインクの発色性の間のトレ
ードオフが解消するものと思われる。
【００２１】
　上記のように、従来は水溶性の多価金属塩では紙面ｐＨを大きく上げるための強塩基性
の塩は存在しなかった。一方、難溶性までに範囲を広げると多価金属塩でも強塩基性を示
す物質が存在する。本発明に用いる難溶強塩基性多価金属塩としては、例えば、水酸化カ
ルシウムや水酸化バリウムが挙げられる。仮に、従来のように水溶性の多価金属塩を用い
ると記録媒体の紙面ｐＨは８．０以下となる。一方、難溶強塩基性多価金属塩を用いれば
紙面ｐＨを水溶性多価金属塩よりも大きくすることが可能となる。この場合、紙面ｐＨが
インクのｐＨに近い８．５０以上となる。このｐＨの違いによって、本発明ではインクの
色材と溶媒分が効率よく分離され発色が増加すると考えられる。
【００２２】
　本発明に用いるインク受容層の紙面ｐＨは８．５０以上、９．６０以下であり、これを
満たすことにより、樹脂分散系のカラーインクの発色を改善することができ、さらに上述
したトレードオフが解消される。また、インク受容層用塗工液のｐＨは８．５以上、１２
．０以下が好ましい。インク受容層の紙面ｐＨおよびインク受容層用塗工液のｐＨを調整
するために、必要に応じて強酸または強酸性のカチオン重合体、もしくはその両方を添加
することができる。インク受容層の紙面ｐＨが９．６０を超えた場合（例えば、強酸およ
び強酸性のカチオン重合体の合計添加量が少なすぎる場合）難溶性強塩基性多価金属塩の
効果が現れず、カラーインクの発色性が阻害される。一方、紙面ｐＨが８．５０未満の場
合（例えば、強酸および強酸のカチオン重合体の合計添加量が多すぎる場合）、難溶性強
塩基性多価金属塩の効果が薄れ、マットブラックの発色性が低下する。なお、「強酸のカ
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チオン重合体」とは高分子の単位構造内に強酸が配位結合の形で存在するカチオン重合体
であり、この強酸のカチオン重合体はその他の水溶性高分子やカチオン重合体と共重合構
造をなしていても構わない。強酸のカチオン重合体としては、アリルアミンのＮＨ2に塩
酸を配位結合したポリアリルアミン塩酸塩や、その他、ポリアリルアミンアミド、アリル
アミン酢酸塩ジアリルアミン酢酸塩共重合体、ポリアリルアミンアミド硫酸塩などを挙げ
ることができる。
以上により、本発明は、インク受容層に難溶性強塩基性多価金属塩を含有し、紙面ｐＨを
特定の範囲に調整することでマットブラック、カラー系インクの発色が高水準で両立でき
る。
【００２３】
　次に、図１で示した、本発明の記録媒体の各層の材料構成について説明する。
【００２４】
　＜支持体（Ａ）＞
　本発明に用いられる支持体は、各種パルプに添加剤を適宜配合した紙料を原料とするこ
とができる。各種パルプとしては、例えば、木綿パルプ、麻パルプ、三椏パルプ、楮パル
プ、ワラパルプ、竹パルプ、バガスパルプ、葦パルプ、木材パルプ、および故紙パルプな
どが挙げられる。また添加剤としては、炭酸カルシウム、タルク、クレー、カオリンなど
の各種填料、澱粉、ＰＶＡなどのバインダー、サイズ剤、定着剤、歩留り剤、紙力増強剤
などが挙げられる。この紙料を酸性、中性、アルカリ性の何れかの状態とし、長網抄紙機
、円網抄紙機、ツインワイヤー抄紙機などの各種抄紙機により抄紙することによって本発
明に用いる支持体を得ることができる。このようにして得た支持体（Ａ）は、更に表面性
や密度を調整するために必要に応じて各種カレンダー処理を施すことができる。
【００２５】
　＜インク受容層（Ｂ）＞
　（無機微粒子（Ｃ））
　本発明に用いる無機微粒子（Ｃ）の平均２次粒子径は１μｍ以上２０μｍ以下であるこ
とが好ましい。尚、平均２次粒子径はコールターカウンター法（ベックマンコールター株
式会社、商品名：ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ３を用いる）により体積平均径（体積頻度の平均
となる直径）を測定し、算出することができる。無機微粒子の平均２次粒子径が２０μｍ
以下の無機微粒子を使用した場合、無機微粒子１つに対して鏡面反射の効果が現れること
を優れて防ぎ、印字の際の表面のちらつき、記録媒体表面の粗さ、不均一を優れて防ぎ、
高発色性を容易に実現できる。一方、平均２次粒子径が１μｍ以上の無機微粒子を使用し
た場合には、記録媒体の表面のインク吸収性が低下することを優れて防ぎ、従来以上の発
色特性が得られなくなることを優れて防ぐことができる。さらに、無機微粒子の平均２次
粒子径は１．５μｍ以上１８μｍ以下がより好ましい。ここで、無機微粒子が無機微粒子
の水分散液に対し、固形分濃度が５．０～１３．０％の範囲内の固形分質量である場合、
前記範囲の平均２次粒子径を有することによって、より優れた高発色性を有することがで
きる。
【００２６】
　インク受容層（Ｂ）中に添加する無機微粒子（Ｃ）としては、非晶質シリカ、アルミナ
、アルミナシリカ複合ゾル粒子、炭酸カルシウム、カオリン、クレー等が挙げられる。こ
れらの無機微粒子は、１種類又は複数種を混合して使用できる。これらの無機微粒子（Ｃ
）の中でも安価で用意に手に入れることができる非晶質シリカを用いることが好ましい。
非晶質シリカとしては、その製法から乾式法シリカ、気相法シリカ、ゾル法シリカ（コロ
イダルシリカ粒子）、沈降法やゲル法に属する湿式法シリカ等が挙げられる。特に、でき
るだけ低コストの材料で本発明の効果を得るためには、湿式法シリカが好適に使用できる
。
【００２７】
　また、非晶質シリカの吸油量は２００ｃｍ3／１００ｇ以上であることが好ましい。無
機微粒子（Ｃ）として、吸油量が２００ｃｍ3／１００ｇ以上の非晶質シリカを用いるこ
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とにより、印字後の記録媒体は優れた画像特性を有することができる。なお、この吸油量
は、ＪＩＳ　Ｋ　５１０１－１３－２に従って測定することができる。
【００２８】
　（バインダー）
　インク受容層（Ｂ）にはバインダーとして水溶性樹脂を含むことができる。また、バイ
ンダーは、エマルジョンの状態（エマルジョン樹脂）等で使用できる。水溶性樹脂として
は例えば、ポリビニルアルコール及びその変性物、ポリビニルアセタール、ポリアクリロ
ニトリル、酢酸ビニル、酸化デンプン、エーテル化デンプン、カゼイン、ゼラチン、カル
ボキシメチルセルロース、ＳＢ（スチレンブタジエン樹脂）、ＮＢ（ニトリルブタジエン
）、アクリル樹脂、エチレン酢酸ビニル、ポリウレタン、不飽和ポリエステル樹脂、アク
リル系樹脂等が挙げられる。上記バインダーの中でもインク吸収性と形成するインク受容
層の強度の点からポリビニルアルコールが好ましく、そのインク受容層中の含有量はイン
ク受容層（Ｂ）の全固形分質量に対して５質量％以上、４０質量％以下が好ましい。イン
ク受容層（Ｂ）中のポリビニルアルコール含有量がこの範囲内にあることによってインク
受容層（Ｂ）の機械的強度が特に高くなると共に、特に良好なインク吸収性を維持するこ
とができる。
【００２９】
　上述したようにバインダーはエマルジョンの状態（エマルジョン樹脂）で使用すること
ができ、例えば、アクリル系、ウレタン系、ポリエステル系、エチレン酢酸ビニル系、ス
チレンブタジエン系等の共重合体及びこれらの変性品等のエマルジョンを使用できる。ま
た、これらのバインダーは、１種類又は複数種を混合して使用できる。
【００３０】
　（難溶強塩基性多価金属塩）
　インク受容層（Ｂ）を構成する材料において最も重要なものは難溶強塩基性多価金属塩
である。難溶強塩基性多価金属塩は、例えば、水酸化カルシウム、水酸化バリウムを挙げ
ることができる。後述の実施例においては特に発色性が際立ってよい水酸化カルシウムを
使用した。発色を向上させるために難溶強塩基性多価金属塩は単独で用いても良いし、そ
の他の塩化マグネシウムや硝酸マグネシウムなどの多価金属と混合して用いてもよい。ま
た、難溶強塩基性多価金属塩のインク受容層中の含有量はインク受容層（Ｂ）の全固形分
質量に対して５質量％以上、２０質量％以下である。インク受容層（Ｂ）中の難溶強塩基
性多価金属塩の含有量がこの範囲内にあることによってインク受容層（Ｂ）の良好なイン
ク吸収性と発色性を維持することができる。５質量％以上であれば、難溶強塩基性多価金
属塩の面内均一性が得られずにムラが発生することを防ぐことができる。２０質量％以下
であると、必要に応じて行う強塩基の多価金属塩と強酸の中和による塗工液の水分量の増
加と生成塩の増加による金属塩粒子の記録媒体表面の残存を防ぎ、色材を経ることなく入
射光を散乱させて発色性が低下することを防ぐ。また、塗工液の実質の固形分量が低下す
ることを防ぎ、原紙への既定量の塗布ができなくなることを防ぐことができる。ゆえに、
難溶強塩基性多価金属塩のインク受容層中の含有量はインク受容層（Ｂ）の全固形分質量
に対して５質量％以上、２０質量％以下である。
【００３１】
　（強酸および強酸カチオン重合体）
　本発明に用いる難溶強塩基性多価金属塩は、必要に応じて強酸および強酸カチオン重合
体の少なくとも一方により中和することができる。強酸は、上述したように電離度が０．
９以上、１．０以下の公知の酸であればいずれでも用いることができる。例えば、塩酸、
硫酸、硝酸、メタンスルホン酸などであるが塗工機への腐食影響を考えた場合、メタンス
ルホン酸が好んで用いられる。これらの酸は単独で用いても複数を混合して用いてもよい
。ここに代表的な酸を挙げたがこれらに限定されるわけではない。
【００３２】
　強酸のカチオン重合体は、高分子の単位構造内に強酸が配位結合の形で存在するカチオ
ン重合体であり、この強酸のカチオン重合体は例えばポリビニルアルコールのようなその
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他の水溶性高分子と共重合構造をなしていても構わない。製品として世に多く流通してい
る点、および薬品を取り扱う際に安全性が特に高いという点から、強酸のカチオン重合体
は特にアミン系塩酸塩が好ましい。アミン系塩酸塩とは、アミンのＮに対し塩酸が配位結
合した物質の総称であり、その代表例としてポリアリルアミン塩酸塩、ポリアミンスルホ
ン塩酸塩、ポリビニルアミン塩酸塩等を挙げることができるが、これらに限定されるわけ
ではない。
【００３３】
　強酸および強酸カチオン重合体のインク受容層中の合計含有量は、インク受容層の紙面
ｐＨが８．５０以上、９．６０以下、インク受容層用塗工液のｐＨが８．５以上、１２．
０以下になるように添加、調整することができる。強酸および強酸カチオン重合体の添加
調整後のインク受容層の紙面ｐＨが８．５０未満の場合、マットブラックの顔料発色性に
対して難溶強塩基性多価金属塩の効果が薄れ、良好なインク吸収性と発色性を維持するこ
とができなくなる。逆に、強酸および強酸カチオン重合体の添加調整後のインク受容層の
紙面ｐＨが９．６０を越える場合、難溶強塩基性多価金属塩が紙面上に多く残存する。そ
れにより、カラーインクに対しては光散乱効果と凝集効果とが過大となるため、定着ムラ
、凝集ムラが発生する場合がある。ゆえに、受容層の紙面ｐＨは８．５０以上９．６０以
下とする。また、塗工液のｐＨが８．５以上１２．０以下であれば発色性を特に維持する
ことができる。すなわち、実際の製造操作では、強酸および強酸カチオン重合体の合計添
加量は塗工液のｐＨを基準に適宜その量を決定する。
【００３４】
　また、強酸と強酸カチオン重合体とは上記のようなものを単独で用いるだけでなく、複
数同時に添加することも可能であり、その組み合わせはこれらに限定されるわけではない
。
【００３５】
　（その他の添加材料）
　更に、インク受容層（Ｂ）中には、上記成分以外に、本発明の効果を損なわない範囲で
必要に応じて、以下のような添加材料を添加してもよい。例えば、ｐＨ調整剤、耐水化剤
、顔料分散剤、増粘剤、消泡剤、抑泡剤、離型剤、蛍光染料、蛍光増白剤、紫外線吸収剤
、酸化防止剤、界面活性剤、防腐剤、インク定着剤、アミン系塩酸塩以外のカチオン性樹
脂、浸透剤等である。
【００３６】
　（Ｐ／Ｂ比）
　Ｐ／Ｂ比とは本発明では無機微粒子とバインダーの固形分質量比のことでありインク受
容層（Ｂ）中の、無機微粒子の含有割合は４０質量％以上、８０質量％以下である。また
、５０質量％以上が好ましい。さらに、７０質量％以下であるのが好ましい。無機微粒子
の含有割合が８０質量％以下であれば、インク受容層の塗膜強度低下を優れて防ぎ、記録
媒体の表面が擦過されることで無機微粒子の粉落ちが発生することを優れて防ぐ。また、
無機微粒子の含有割合が４０質量％以上であれば、インク吸収容量・吸収スピードが低下
して良好な印字画像が得られなくなることを優れて防ぐことができる。
【００３７】
　＜インク受容層用塗工液の塗工方式＞
　インク受容層は、上記材料（無機微粒子、バインダーおよび難溶強塩基性多価金属塩、
必要に応じて強酸、強酸のカチオン重合体およびその他の添加剤料）を含有する塗工液を
準備した後、この塗工液を、支持体上に塗工して得ることができる。この塗工液の塗工方
法としては、エアーナイフコーティング法、グラビアコーティング法、ブレードコーティ
ング法、バーコーティング法、ロールコーティング法、ロッドバーコーティング法、スロ
ットダイコーティング法等、カーテンコーティング法、サイズプレス法等を用いることが
できる。なお、塗工液の塗工は支持体の抄紙工程の中、オンラインで行っても良いし、抄
紙後オフラインで塗工しても良い。
【００３８】
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　＜インクジェット記録方法＞
　本発明の記録媒体には、インクジェット記録方法によって、インク受容層側に水系顔料
インクを付与して、画像を形成することができる。この具体的な方法としては、インクを
微細孔（ノズル）より効果的に離脱させて、記録媒体にインクを付与し得る方法であれば
いかなる方法でも良い。これらの中でも特に、特開昭５４－５９９３６号公報に記載され
ている方法を特に有効に使用することができる。この方法では、熱エネルギーの作用を受
けたインクが急激な体積変化を生じ、この体積変化による作用力によって、インクをノズ
ルから吐出させるものである。尚、このインクジェット記録方法には、水系インクとして
水系顔料インクを単独で用いても、水系染料インクと水系顔料インクを併用して用いても
良い。
【００３９】
　＜インクジェット記録用の水系顔料インク＞
　本発明の記録媒体に用いることのできるインクジェット記録方法には水系顔料インクを
使用することが好ましい。以下に、本発明の記録媒体にインクジェット記録方法により記
録を行う際に使用する水系顔料インクの好ましい形態に関して説明する。
【００４０】
　水系顔料インクは水及び顔料を含有し、これ以外にも必要に応じて水溶性有機溶剤及び
その他の成分を含有することができる。例えば、水系顔料インク中には必要に応じて、粘
度調整剤、ｐＨ調整剤、防腐剤、界面活性剤、酸化防止剤等を含むことができる。上記各
種成分の他にアニオン性界面活性剤、又はアニオン性高分子などアニオン性化合物を含有
するのが好ましい。また、両性界面活性剤をその等電点以上のｐＨに調整して含有しても
良い。
【００４１】
　この際に使用されるアニオン性界面活性剤の例としては、カルボン酸塩型、硫酸エステ
ル型、スルホン酸塩型、燐酸エステル型など一般に使用されているものを使用することが
できる。また、アニオン性高分子の例としては、アルカリ可溶型の樹脂、具体的には、ポ
リアクリル酸ソーダ、および高分子の一部にアクリル酸を共重合したもの等を挙げること
ができるが、これらに限定されるわけではない。
【００４２】
　インクジェット記録方法に使用する水系顔料インク中の顔料の含量は、インクの全質量
に対して質量比で１質量％以上、２０質量％以下が好ましく、２質量％以上、１２質量％
以下がより好ましい。
【００４３】
　黒色インクに使用される顔料としてはカーボンブラックが挙げられる。このカーボンブ
ラックとしては例えば、ファーネス法、チャネル法で製造されたものであって、一次粒子
径が１５μｍ以上４０μｍ以下、ＢＥＴ法による比表面積が５０ｍ2／ｇ以上、３００ｍ2

／ｇ以下、ＤＢＰ吸油量が４０ｃｍ3／１００ｇ以上、１５０ｃｍ3／１００ｇ以下、揮発
分が０．５質量％以上、１０質量％以下、ｐＨ値が２以上、９以下の特性を有するものが
好ましい。
【００４４】
　本発明で使用される顔料の市販品としては、例えば、特開２００２－２５４６１５号公
報に記載されたような市販の顔料が挙げられる。
【００４５】
　水系顔料インク中に含有させる分散剤としては、水溶性樹脂ならどのようなものでも使
用することができる。中でも、重量平均分子量が１０００以上、３００００以下のものが
好ましく、３０００以上、１５０００以下の範囲のものがより好ましく使用される。この
ような分散剤として、具体的には、スチレン、スチレン誘導体、ビニルナフタレン、ビニ
ルナフタレン誘導体、α，β－エチレン性不飽和カルボン酸の脂肪族アルコールエステル
等、アクリル酸、アクリル酸誘導体、マレイン酸、マレイン酸誘導体、イタコン酸、イタ
コン酸誘導体、フマール酸、フマール酸誘導体、酢酸ビニル、ビニルピロリドン、アクリ
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ルアミド、およびその誘導体等から選ばれた少なくとも２つ以上の単量体（このうち少な
くとも１つは親水性単量体）からなるブロック共重合体、ランダム共重合体、グラフト共
重合体、ならびにこれらの塩等が挙げられる。また、ロジン、シェラック、デンプン等の
天然樹脂も好ましく使用することができる。これらの樹脂は、塩基を溶解させた水溶液に
可溶であり、アルカリ可溶型樹脂である。尚、これらの顔料分散剤として用いられる水溶
性樹脂は、水系顔料インク中にインク全質量に対して０．１質量％以上、５質量％以下の
範囲で含有させるのが好ましい。
【００４６】
　更に、水系顔料インクはインク全体が中性又はアルカリ性に調整されていることが好ま
しい。このように調整することにより、顔料分散剤として使用される水溶性樹脂の溶解性
を向上させ、長期保存安定性に一層優れたインクとすることができる。水系顔料インクの
ｐＨは７以上、１０以下とすることが好ましい。
【００４７】
　上記のように水系顔料インク中のｐＨを調整するｐＨ調整剤としては、例えば、ジエタ
ノールアミン、トリエタノールアミン等の各種有機アミン、水酸化ナトリウム、水酸化リ
チウム、水酸化カリウム等アルカリ金属の水酸化物等の無機アルカリ剤、有機酸や鉱酸等
が挙げられる。
【実施例】
【００４８】
　以下に本発明の実施例をあげて説明するが、本発明はこれらの例に限定されるものでは
い。また、以下に記述される「％」または「部」は、特に断りのない限り質量基準である
。
【００４９】
　（実施例１）
　塗工液の作製：
　無機微粒子として、非晶質シリカ粉末（トクヤマ社製、商品名：Ｆ８０（平均２次粒子
径１．８μｍ））をイオン交換水中に攪拌しながら混合して固形分濃度１０％の非晶質シ
リカ分散液を得た。この非晶質シリカ分散液を（固形分で）１００質量部と、バインダー
として、ポリビニルアルコール（クラレ社製、商品名：ＰＶＡ１１７）の１０％水溶液を
（固形分で）３８．５質量部と、難溶強塩基性多価金属塩として水酸化カルシウム粉末（
キシダ化学社製）をイオン交換水中に添加、攪拌して調製した水溶液（固形分で）２３．
１質量部とを混合攪拌し、固形分８％の混合液を得た。これに強酸であるメタンスルホン
酸（ＭＳＡ）７０％水溶液を（固形分で）１０．９質量部加え最終的にｐＨが１１．７８
の塗工液１を得た。
【００５０】
　抄紙とインク受容層の形成：
　支持体として坪量８０ｇ／ｍ2の中性パルプ原紙を用い、この支持体上に、上記塗工液
１を乾燥質量（塗工量）が、１．５ｇ／ｍ2となるように塗工および乾燥させた。これに
より、支持体と紙面ｐＨが９．５９の１層のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００５１】
　（実施例２）
　塗工液１を作製する際にＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにＭＳＡを２１．６質量
部加えた以外は実施例１と同様にしてｐＨが９．４０の塗工液２を作製した。塗工液１を
塗工液２に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが９．０３のインク
受容層とからなる記録媒体を得た。
【００５２】
　（実施例３）
　塗工液１を作製する際にＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにＭＳＡを３５．１質量
部加えた以外は実施例１と同様にしてｐＨが８．６２の塗工液３を作製した。塗工液１を
塗工液３に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが８．５４のインク
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受容層とからなる記録媒体を得た。
【００５３】
　（実施例４）
　塗工液１を作製する際に水酸化カルシウム粉末を２３．１質量部加える代りに３８．６
質量部加えたことと、ＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにＭＳＡを６１．１質量部加
えたこと以外は実施例１と同様にしてｐＨが９．７５の塗工液４を作製した。塗工液１を
塗工液４に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが９．１７のインク
受容層とからなる記録媒体を得た。
【００５４】
　（実施例５）
　塗工液１を作製する際にＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにアミン系塩酸塩として
カチオン性樹脂（日東紡社製、商品名：ＰＡＡ－ＨＣｌ－１０Ｌ）１０％水溶液を（固形
分で）２３．１質量部加えた。それ以外は実施例１と同様にしてｐＨが９．５５の塗工液
５を作製した。塗工液１を塗工液５に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙
面ｐＨが９．００のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００５５】
　（実施例６）
　塗工液５を作製する際にカチオン性樹脂の質量部数を２３．１質量部から７６．９質量
部に変更した以外は実施例５と同様にしてｐＨが９．３８の塗工液６を作製した。塗工液
１を塗工液６に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが８．７２のイ
ンク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００５６】
　（実施例７）
　塗工液１を作製する際にＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにＭＳＡを２０．０質量
部加えた。また、塗工液１にカチオン性樹脂（日東紡社製、商品名：ＰＡＡ－ＨＣｌ－１
０Ｌ）１０％水溶液を（固形分で）２３．１質量部さらに加えた。それら以外は実施例１
と同様にしてｐＨが８．６０の塗工液７を作製した。塗工液１を塗工液７に変更した以外
は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが８．５１のインク受容層とからなる記録媒
体を得た。
【００５７】
　（実施例８）
　塗工液１を作製する際の非晶質シリカ粉末を同質量部数の別の非晶質シリカ粉末（トク
ヤマ社製、商品名：Ｘ６０、平均２次粒子径６．０μｍ）に変更し、ＭＳＡを１０．９質
量部加える代わりにＭＳＡを２０．０質量部加えた。それら以外は実施例１と同様にして
ｐＨが９．５９の塗工液８を作製した。支持体上にこの塗工液８を乾燥質量５．０ｇ／ｍ
2となるよう支持体上に塗工および乾燥した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面
ｐＨが９．２４のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００５８】
　（比較例１）
　実施例１の塗工液１にＭＳＡと水酸化カルシウム粉末とを加えなかったこと以外は実施
例１と同様にしてｐＨが６．６９の塗工液９を作製した。塗工液１を塗工液９に変更した
以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが６．７１のインク受容層とからなる記
録媒体を得た。
【００５９】
　（比較例２）
　塗工液１を作製する際にＭＳＡを加えなかったこと以外は実施例１と同様にしてｐＨが
１２．４０の塗工液１０を作製した。塗工液１を塗工液１０に変更した以外は実施例１と
同様にして、支持体と紙面ｐＨが１０．０７のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６０】
　（比較例３）
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　塗工液１を作製する際にＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにＭＳＡを４．８質量部
加えた以外は実施例１と同様にしてｐＨが１２．３０の塗工液１１を作製した。塗工液１
を塗工液１１に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが９．８７のイ
ンク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６１】
　（比較例４）
　塗工液１を作製する際にＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにＭＳＡを３９．７質量
部加えた以外は実施例１と同様にしてｐＨが８．２６の塗工液１２を作製した。塗工液１
を塗工液１２に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが８．３３のイ
ンク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６２】
　（比較例５）
　塗工液１を作製する際に水酸化カルシウム粉末を２３．１質量部加える代りに７．６９
質量部加えたことと、ＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにＭＳＡを９．２質量部加え
たこと以外は実施例１と同様にしてｐＨが９．２９の塗工液１３を作製した。塗工液１を
塗工液１３に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが９．６９のイン
ク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６３】
　（比較例６）
　塗工液１を作製する際に水酸化カルシウム粉末を２３．１質量部加える代りに１００．
０質量部加えたことと、ＭＳＡを１０．９質量部加える代わりにＭＳＡを３００．０質量
部加えたこと以外は実施例１と同様にしてｐＨが９．５３の塗工液１４を作製した。塗工
液１を塗工液１４に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが９．７８
のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６４】
　（比較例７）
　塗工液１を作製する際に水酸化カルシウム粉末を水溶性弱酸多価金属塩である同質量部
数の酢酸マグネシウムに変更したことと、ＭＳＡを加えなかったこと以外は実施例１と同
様にしてｐＨが６．９２の塗工液１５を作製した。塗工液１を塗工液１５に変更した以外
は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが７．００のインク受容層とからなる記録媒
体を得た。
【００６５】
　（比較例８）
　塗工液１５を作製する際に酢酸マグネシウムを水溶性弱酸多価金属塩である同質量部数
の硝酸カルシウムに変更した以外は比較例７と同様にしてｐＨが７．１９の塗工液１６を
作製した。塗工液１を塗工液１６に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面
ｐＨが７．０２のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６６】
　（比較例９）
　塗工液１５を作製する際に酢酸マグネシウムを水溶性弱酸多価金属塩である同質量部数
の硫酸マグネシウムに変更した以外は比較例７と同様にしてｐＨが６．３１の塗工液１７
を作製した。塗工液１を塗工液１７に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙
面ｐＨが６．５３のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６７】
　（比較例１０）
　塗工液１５を作製する際に酢酸マグネシウムを水溶性弱酸多価金属塩である同質量部数
の酢酸カルシウムに変更した以外は比較例７と同様にしてｐＨが６．９０の塗工液１８を
作製した。塗工液１を塗工液１８に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面
ｐＨが６．９９のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６８】
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　（比較例１１）
　塗工液１５を作製する際に酢酸マグネシウムを水溶性弱酸多価金属塩である同質量部数
の硝酸マグネシウムに変更した以外は比較例７と同様にしてｐＨが７．１３の塗工液１９
を作製した。塗工液１を塗工液１９に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙
面ｐＨが７．０７のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００６９】
　（比較例１２）
　塗工液１５を作製する際に酢酸マグネシウムを難溶性弱酸多価金属塩である同質量部数
の硫酸カルシウムに変更した以外は比較例７と同様にしてｐＨが７．３７の塗工液２０を
作製した。塗工液１を塗工液２０に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙面
ｐＨが７．５２のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００７０】
　（比較例１３）
　塗工液１５を作製する際に酢酸マグネシウムを難溶性弱塩基多価金属塩である同質量部
数の水酸化マグネシウムに変更した以外は比較例７と同様にしてｐＨが９．３４の塗工液
２１を作製した。塗工液１を塗工液２１に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体
と紙面ｐＨが８．８８のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００７１】
　（比較例１４）
　塗工液１５を作製する際に酢酸マグネシウムを強塩基性１価金属塩である同質量部数の
水酸化ナトリウムに変更した以外は比較例７と同様にしてｐＨが１０．６２の塗工液２２
を作製した。塗工液１を塗工液２２に変更した以外は実施例１と同様にして、支持体と紙
面ｐＨが９．６０のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００７２】
　（比較例１５）
　塗工液５を作製する際に水酸化カルシウム粉末を加えなかったこと以外は実施例５と同
様にしてｐＨが５．２３の塗工液２３を作製した。塗工液１を塗工液２３に変更した以外
は実施例１と同様にして、支持体と紙面ｐＨが５．８９のインク受容層とからなる記録媒
体を得た。
【００７３】
　（比較例１６）
　塗工液５を作製する際のカチオン性樹脂を同質量部数のアニオン性樹脂（日東紡社製、
商品名：ＰＡＡ－１５Ｃ）に変更した以外は実施例５と同様にしてｐＨが１２．５０の塗
工液２４を作製した。塗工液１を塗工液２４に変更した以外は実施例１と同様にして、支
持体と紙面ｐＨが１０．１２のインク受容層とからなる記録媒体を得た。
【００７４】
　特性評価：
　上記のようにして得た各記録媒体について、下記特性を評価した。
【００７５】
　＜顔料インク発色性（黒）＞
　水系顔料インク用のプリンターとしてキヤノン株式会社製　ｉｍａｇｅＰＲＯＧＲＡＦ
　５０００（商品名）を用いた。このプリンターを使用して、上記で得られた各記録媒体
に対して、顔料マットブラックインク（商品名：ＰＦＩ－１０１　ＭＢＫ）でインク打込
み量１５０％のベタ画像（１２００×２４００ｄｐｉ）を印字した。この後、２４時間室
内で放置し、十分に乾燥させた記録媒体の印字面の印字濃度を測定した。なお、この測定
には、Ｓｐｅｃｔｒｏｄｅｎｓｉｔｏｍｅｔｅｒ（商品名：５００　Ｓｅｒｉｅｓ、Ｘ　
Ｒｉｔｅ．Ｉｎｃ）を使用した。この際、水系顔料インクの打込み量１５０％における印
字濃度を以下の基準に従い評価した。
１．５０未満：××、
１．５０以上、１．５５未満：×、
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１．６０以上、１．７５未満：○、
１．７５以上：◎。
【００７６】
　＜顔料インク発色性（カラー）＞
　水系顔料インク用のプリンターとしてキヤノン株式会社製　ｉｍａｇｅＰＲＯＧＲＡＦ
　５０００（商品名）を用いた。このプリンターを使用して上記で得られた各記録媒体に
対して、カラー系インクの代表として顔料マゼンタインク（商品名：ＰＦＩ－１０１　Ｍ
）を選択し、インク打込み量１５０％のベタ画像（１２００×２４００ｄｐｉ）を印字し
た。この後、２４時間室内で放置し、十分に乾燥させた記録媒体の印字面の印字濃度を測
定した。なお、この測定には、Ｓｐｅｃｔｒｏｄｅｎｓｉｔｏｍｅｔｅｒ（商品名：５０
０　Ｓｅｒｉｅｓ、Ｘ　Ｒｉｔｅ．Ｉｎｃ）を使用した。この際、水系顔料インクの打込
み量１５０％における印字濃度を以下の基準に従い評価した。
１．３０未満：××、
１．３０以上、１．３５未満：×、
１．３５以上、１．４０未満：△、
１．４０以上、１．４５未満：○、
１、４５以上：◎。
また、印字面の発色のムラについても以下の基準に従い評価した。
ベタ画像印字面に発色のムラがある：×、
ベタ画像印字面に発色のムラがない：◎。
【００７７】
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【表１】

　表１の実施例１～８の結果が示すように、本発明の記録媒体は、水系顔料インクを用い
たインクジェット記録において、黒、カラーともに良好な顔料発色性能が得られる。
【００７８】
　比較例１の記録媒体は、難溶強塩基性多価金属塩を含まないので水系顔料インクを用い
たインクジェット記録において、黒、カラーともに良好な発色性が得られなかった。比較
例２の記録媒体は、難溶強塩基性多価金属塩を含むが、強酸および強酸のカチオン重合体
の少なくとも一方でｐＨ調整を行わず、インク受容層の紙面ｐＨが９．６０を超えている
。このため、水系顔料インクを用いたインクジェット記録において、黒の発色性は良好な
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結果を示したがカラー画像で難溶強塩基性多価金属塩による光散乱、または凝集ムラが生
じ、カラーに関する発色が低下している。比較例３の記録媒体は、難溶強塩基性多価金属
塩を含むが金属塩の中和効果が現れる量、すなわちインク受容層の紙面ｐＨを９．６０以
下にする量まで強酸を添加しなかった。このため、水系顔料インクを用いたインクジェッ
ト記録において、黒の発色性は良好であったが、カラーの発色性は実施例に比較して劣り
、かつ比較例２と同様、ムラが発生している。比較例４の記録媒体は、難溶強塩基性多価
金属塩を含むが金属塩を強酸で中和し過ぎたために、紙面ｐＨが大きく下がってしまって
いる。このため、水系顔料インクを用いたインクジェット記録において、カラーの発色、
ムラは良好だが、中和による金属塩の凝集効果の減退で黒の発色が低下している。比較例
５、６の記録媒体は、難溶強塩基性多価金属塩を含むが、インク受容層の紙面ｐＨが９．
６０を超えており、カラーのベタムラが発生している。一方でカラーの発色は良好である
。比較例７、８、９、１０、１１の記録媒体では、加えた金属塩が難溶強塩基性多価金属
塩ではなく水溶性で弱酸の多価金属塩を用いているので水系顔料インクを用いたインクジ
ェット記録において、黒の発色は良好な結果が得られなかった。また、カラーに対しても
比較例７～９、１１は実施例に劣る結果である。比較例１２の記録媒体は、難溶強塩基性
多価金属塩の代わりに、難溶性ではあるが弱酸の多価金属塩を用いているので水系顔料イ
ンクを用いたインクジェット記録において、黒、カラーの発色はともに良好な結果が得ら
れなかった。比較例１３の記録媒体は、難溶強塩基性多価金属塩の代わりに、難溶性では
あるが弱塩基の多価金属塩を用いているので水系顔料インクを用いたインクジェット記録
において、黒、カラーの発色はともに良好な結果が得られなかった。比較例１４の記録媒
体は、難溶強塩基性多価金属塩の代わりに、強塩基性ではあるが、難溶性ではない１価の
金属塩を用いているので水系顔料インクを用いたインクジェット記録において、黒、カラ
ーの発色はともに良好な結果が得られなかった。比較例１５の記録媒体は、実施例５、６
、７で使用した強酸性のカチオン重合体の単独性能を比較したものである。水系顔料イン
クを用いたインクジェット記録において、多価金属塩を添加しないと発色性に改善は見ら
れなかった。比較例１６の記録媒体は、難溶強塩基性多価金属塩を含むが強酸および強酸
性のカチオン重合体の少なくとも一方で紙面ｐＨを調整せず、アニオン性重合体を加え紙
面ｐＨを上げて、９．６０を超えた例である。このため、水系顔料インクを用いたインク
ジェット記録において、紙面ｐＨがアルカリ側になっていることで個液分離が促進される
と考えられ、黒の発色性は良好な結果を示した。しかし、カラーに関しては多価金属塩が
存在しない為に画像にムラが生じ、発色が低下している。
【符号の説明】
【００７９】
Ａ　支持体
Ｂ　インク受容層
Ｃ　無機微粒子



(17) JP 2011-126080 A 2011.6.30

【図１】



(18) JP 2011-126080 A 2011.6.30

10

フロントページの続き

(72)発明者  長瀬　好幸
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内
(72)発明者  奥田　晃章
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内
(72)発明者  太田　岳志
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内
Ｆターム(参考) 2C056 EA04  FC06 
　　　　 　　  2H186 BA11  BA26X BB14X BB32X BC02X BC17X BC27X BC37X BC78X CA13 
　　　　 　　        DA14  FB54  FB57 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

